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要旨：筆者らの既往の研究より，コンクリートの圧縮応力漸増過程に超音波法を適用し，無応力状態と各応

力状態における検出波形初動部の相互相関係数から得られる超音波速度変化率は，応力と線形関係を示すこ

とが報告されている。本研究では，3 水準の異なる強度を有するコンクリート供試体に対し，弾性波速度に影

響するコンクリートの圧縮強度の違いが超音波速度変化率へ及ぼす影響を確認した。さらに，同一応力下で

の載荷軸方向とその直角方向の超音波波形から超音波速度変化率を求め，無応力状態の超音波波形を用いな

いコンクリートの応力推定方法を考案し，その妥当性を明らかにした。 
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1. はじめに 

プレストレストコンクリート（PC）構造物は，PC 鋼材

を緊張し，あらかじめコンクリートに圧縮応力を作用さ

せることによって，ひび割れを生じさせない構造とする

ことや，ごくわずかのひび割れ幅に制御することが可能

である。そのため，わが国では道路橋を代表に約 60 年前

から PC 構造物が発展してきた。わが国では，6 万橋を超

える PC 道路橋が供用されており 1)，これらの維持管理

のための合理的な点検手法の確立が求められている。 

コンクリートに導入されたプレストレスは，鋼材のリ

ラクセーションやコンクリートのクリープ，乾燥収縮に

加え，塩害による PC 鋼材の腐食などにより減少する場

合があり 2),3),4)，たわみの増加，ひび割れの発生，振動特

性の変化などの変状が発生する 5）。このようなことから，

導入したプレストレスの変化などを測定できる手法が望

まれている。現在考案されているプレストレスの測定方

法はスロットストレス法，鉄筋切断法，コア切込応力解

放法，スリットストレス法などがある 6)。しかし，いず

れもコンクリートの一部を破壊する行為を伴う技術であ

り，現在のところ，非破壊による応力推定手法は確立さ

れていない。研究段階では，超音波法による検討 7),8)が実

施されているものの，無応力状態での超音波測定が必須

であり，既設PC部材への適用には課題が残されている。 

 筆者らの既往の基礎研究 9),10)では，コンクリート柱状

供試体に対し，圧縮応力を漸増させながら超音波を入出

力し，超音波速度と作用応力の関係について検討を行っ

た。その結果，無応力状態と各応力状態における超音波

波形初動部の相互相関係数を用いて超音波速度変化率を

算出することで，作用応力と超音波速度変化率は線形関

係を有することが示された。 

 本研究では，既往の結果 9),10)に基づき，超音波法によ

る既設 PC 部材の応力推定手法を構築する目的で，無応

力状態での超音波測定を必要としない手法の確立を目指

した。具体的には，圧縮強度の違いが応力と超音波速度

変化率に及ぼす影響を検討した後，同一応力下での載荷

軸方向とその直角方向の超音波波形から超音波速度変化

率を求め，無応力状態の超音波波形を用いずに超音波速

度変化率を算出する測定方法を検討し，超音波速度変化

率と作用応力の関係から本手法の適用性を考察した。 

 

2. 実験概要 

2.1 供試体 

 供試体は，図－1に示すように版形状とし，寸法は 750

×1200×250mm であり，供試体内に圧縮応力を導入する

ため，コンクリート内に 3 本のシース管を埋設し，それ

ぞれのシース管内に φ32mm の PC 鋼棒を 1 本ずつ配置

した。本研究では，コンクリートの圧縮強度の違いが応

力と超音波速度変化率の関係に及ぼす影響を確認するた

め，3 水準の圧縮強度を有する供試体をそれぞれ 1 体ず

つ作製した。それぞれの供試体の配合を表－1 に示す。

なお，供試体名はコンクリートの圧縮強度を反映し，L，

M，H とする。それぞれの供試体のコンクリートの圧縮

強度および静弾性係数を表－2 に示す。なお，圧縮強度

と静弾性係数の測定は，それぞれの供試体での超音波の

測定日に行った。すなわち供試体 L は材齢 28 日，供試

体 M，供試体 H は材齢 29 日である。 

2.2 載荷方法および超音波の測定 
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 実験では油圧式加力機により PC 鋼棒を緊張し，コン

クリートに圧縮応力を作用させ，載荷過程の応力が 0，

2，4，6，8，10N/mm2となった時点および除荷過程の応

力が 8，6，4，2，0N/mm2となった時点の 11 段階で超音

波計測を行った。超音波の入力にはファンクションジェ

ネレータにて振幅値を 15V，継続時間 10μs とした矩形波

を AE センサ（60kHz 共振型）に作用させ，信号入力を

各応力段階で 10 回行った。超音波の測定方向は載荷軸

方向に対して 0°，45°，90°方向とし，測定距離を

300mm とした。AE センサ（60kHz 共振型）により検出

した超音波は，プリアンプにて 40dB 増幅した後，サン

プリング間隔 0.1μs で記録した。 

 

3. 無応力状態に対する応力状態の超音波速度変化率 

3.1 初動到達部を用いた超音波速度変化率の算出 

 Planès, T ら 11)によれば，250kHz 以上の探触子を用い

た超音波波形に対し Coda 波干渉法を適用することで，

コンクリートの応力と超音波速度変化率が線形性を有す

ることが報告されている。一方，Bompan, K., F ら 12)やセ

ンサに 60kHz および 150kHz 共振型の AE センサを用い

て検討した著者らの結果 9),10)では，検出波形のうちの

Coda 波ではなく，検出波形初動部の相互相関関係から得

られる超音波速度変化率がコンクリート応力と線形性を

有することが確認されている。本研究では，計測に使用

するセンサを 60kHz 共振型 AE センサに限定し検討を行

うため，波形初動部の相互相関関係に着目し，コンクリ

ート応力との関係を再確認する。ここで，超音波の測定

では，P 波，S 波，表面波およびその他の境界面からの反

射波等が観測されるが，本研究では P 波成分のみを検討

の対象とし，S 波，表面波，反射波等の影響を排除する

ために，P 波到達時刻から S 波到達部直前の時刻を相互

相関区間として設定し，式(1)に示す相互相関係数が最大

値を示す時間差 τ を求め，式(2)より超音波速度変化率

(ΔV/V0)を算出した。 
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ここに，h0(t)：無応力状態での時刻 t における振幅値，

h1(t)：各応力状態での時刻 t における振幅値，τ：時間差，

CC(τ)：相互相関係数である。 
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ここに，V0：無応力状態での超音波速度，Vi：作用応力 i

での超音波速度，t0：無応力状態での超音波発信時刻から

の到達時間差，τ：相互相関係数が最大となるときの時間

差である。 

ここで，超音波速度変化率の算出では，相互相関係数

を算出する際の区間設定，すなわち式(1)中の t1および t2

の設定が必要である。t1 の決定方法は，無応力状態の超

音波波形に対し，AIC（赤池情報量規準）法を適用し，AIC

が最小値を示す時刻を t1 とした 13)。また，S 波到達部直

前時刻（t2）は，S 波の速度が P 波速度（V0）の 0.6 倍程

度であることから S 波到達部が区間内に入らないよう S

波速度を高く見積もり，0.7V0を S 波速度とし，以下の式

で決定した。 

   t2 = tin + x / 0.7V0                     (3) 

ここに，tin：超音波発信時刻，x：センサ間距離である。 

図－2 に測定方向が載荷軸方向（1CH-4CH 間，0°方

向）の供試体 M の受信波形の初動部の例と相互相関区間

を載荷過程，除荷過程ごとに示す。相互相関区間内の波

形を比較すると，無応力状態での波形よりも作用応力が

増加するにつれて，載荷過程の各応力状態では波形が数

μs 程度早くなっている様子がわかり，一方，除荷過程で

は，ある作用応力段階からは無応力状態の波形よりも数

μs 程度遅くなっている。この傾向は他の供試体でも同じ

であった。そこで，式(1)を用いて相互相関区間内におけ

る無応力状態での超音波波形に対する各応力状態での波

形の相互相関係数を算出し，式(2)から超音波速度変化率

を算出した。その超音波速度変化率と応力との関係を図 

－3 に示す。なお，図中では載荷過程塗りつぶしマーカ

表－1 コンクリートの配合 

W C S G Ad
L 20 12 68.6 4.5 46.1 173 253 843 1021 2.530
M 20 12 46.0 4.5 40.9 180 392 694 1037 3.920
H 20 21 36.0 3.0 45.6 175 487 762 947 5.600

s/a
(%)

単位量(kg/m³)
供試体名

Gmax
(mm)

SL
(cm)

W/C
(%)

Air
(%)

図－1 供試体概要とセンサ配置（単位：mm） 

供試体名 L M H

圧縮強度（N/mm²） 28.0 40.7 68.1

弾性係数（kN/mm²） 26.8 24.3 34.6

表－2 各供試体のコンクリートの力学的特性 
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ー，除荷過程を白抜きのマーカーで示している。超音波

速度変化率は 10 回入力を行った超音波測定の平均値を

用いて算出した。 

3.2 応力と超音波速度変化率の関係 

図－3 より，供試体の強度によらず，載荷軸方向と載

荷軸 45°方向においては，応力と超音波速度変化率は線

形関係を有し，載荷過程で作用応力の増加に伴い超音波

速度変化率は上昇し，除荷過程では低下した。また，45°

方向よりも載荷軸方向の方がグラフの傾きが大きく，応

力に対して感度が高いことがわかる。載荷軸直角方向で

は，応力変化による超音波速度変化率の変化は小さい。

また，除荷過程での超音波速度変化率は 6N/mm2 以下か

ら，載荷過程の超音波速度変化率を下回っており，完全

除荷後も超音波速度変化率は 0％には戻らず，負の値と

なっている。除荷過程の超音波速度変化率が載荷過程で

の超音波速度変化率を下回る要因は現段階において明確

ではないが，供試体内のセメントペーストと骨材界面な

どの微細組織の変化や微細空隙の変化が影響していると

考えられる。すなわち，コンクリートの不均質性より，

載荷過程では，局所的に強度の低い微小部分が塑性化し，

応力 10N/mm2 までにこれらの塑性領域が累積する。この

段階では，コンクリート全体の組織が緻密化するため微

小組織の塑性化の影響は生じないが，除荷過程では，載

荷時と同一応力であっても（例えば 4N/mm2 など），一度

10N/mm2まで載荷されたことで微小組織の塑性化が残留

していることから，載荷過程と除荷過程では同一の超音

波速度変化率とはならないと考えられる。 

 

4. 載荷軸直角方向に対する載荷軸方向の超音波速度変

化率の算出 

4.1 載荷軸直角方向および載荷軸方向に伝搬する超音波

波形の関係 

 前章の検討結果から，コンクリートの応力と超音波速

度変化率には線形関係が成立することが確認された。こ

の条件下では，無応力状態の超音波波形を基準としてお

り，無応力下での超音波測定を実施することが必須とな

り，既設 PC 部材への本手法の適用には課題がある。た

だし，応力作用下における基準波形の取得が可能となれ

ば，既設 PC 部材への本手法の適用性が高まると考えら

れる。 

そこで，載荷軸直角方向の超音波波形に対する載荷軸

(a) 載荷過程 

(b) 除荷過程 

図－2 各応力段階での載荷軸方向の検出波形初動部と

相互相関区間（供試体 M） 

(a) 供試体 L 

(b) 供試体 M 

(c) 供試体 H 

図－3 応力と超音波速度変化率の関係 
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方向の超音波波形に着目した。ここで，図－3 の応力と

超音波速度変化率の関係における載荷軸直角方向のグラ

フに着目すると，傾きが小さく，載荷軸方向と比較して

応力変化に対する感度が比較的低いことがわかる。 

図－4に応力 0N/mm2と 10N/mm2時の供試体 M の同じ

応力段階における載荷軸直角方向および載荷軸方向に伝

搬する超音波波形の初動部をそれぞれ示す。図より，応

力 0N/mm2 では，載荷軸方向と載荷軸直角方向の波形が

重なるのに対し，応力 10N/mm2 では，載荷軸直角方向の

波形に対し載荷軸方向の波形が早くなっている。この 2

方向の経路から得られた波形を利用して，式(1)中の h0 に

載荷軸直角方向，h1 に載荷軸方向の波形を適用し，その

後，式(2)から超音波速度変化率を算出した。これにより，

無応力状態での超音波の情報を用いずに超音波速度変化

率と応力の関係について検討を行った。 

4.2 相互相関区間の設定 

 無応力状態に対する各応力段階での超音波速度変化率

算出の際は，同センサ間を伝搬した超音波波形を用いて

超音波速度変化率の算出を行った。しかし，本検討では

センサ間距離を統一し，伝搬方向が異なる超音波波形を

用いて相互相関係数を算出することになる。事前の検討 

において，個々のセンサ特性の違いによって検出波形初

動部の後半部分で 2 方向の波形の概形が異なることが明

らかになった。そのため，本検討での相互相関区間の設

定は，これらのセンサ特性による影響が小さいと確認さ

れた区間とし，図－4 に示す初動到達時刻から 1 周期の

区間とした。 

4.3 2 方向経路から算出した超音波速度変化率と応力の

関係 

 図－5 に供試体別の作用応力と 2 方向経路から得られ

た超音波速度変化率の関係を示す。なお，図の縦軸の幅

は，図－3 と統一している。図から，無応力状態に対す

る各応力段階での超音波速度変化率の場合と同様，応力

と超音波速度変化率は線形関係を有し，載荷過程では応

力の増加に伴い超音波速度変化率は上昇し，除荷過程で

は低下していることがわかる。また，除荷過程 6N/mm2 

以下では載荷過程時の超音波速度変化率を下回り，完全 

除荷後は超音波速度変化率が元の値に戻らない結果とな

った。図－3 に示すように，無応力状態に対する各応力

段階での超音波速度変化率の場合と同じ挙動を示すこと

から，載荷軸直角方向に対する載荷軸方向の超音波速度

変化率を算出することで，無応力状態での超音波波形を

図－4 応力段階別 0°と 90°方向の検出波形初動部 

(a) 作用応力 0N/mm2時の検出波形初動部 

(b) 作用応力 10N/mm2時の検出波形初動部 

(a) 供試体 L 

(b) 供試体 M 

(c) 供試体 H 

図－5 応力と超音波速度変化率の関係（2方向経路） 
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用いずに応力推定が行える可能性を示すことができた。

なお，供試体 L においては，超音波速度変化率の絶対値

が異なっているものの，全体的な挙動は一致している。

ここで，図－6 に示す供試体 L の無応力時の検出波形に

着目すると，載荷軸方向の波形と載荷軸直角方向の波形

が一致していないことがわかる。これは，供試体 L のコ

ンクリート強度が低く，低品質であったことが要因と考

えられるが，現段階で明確な理由は不明である。この波

形の不一致のために，超音波速度変化率が全て負の値と

なったと考えられる。測定時の測線を複数取ることで本

研究内の供試体 L のような無応力時の波形の不一致を未

然に防ぐことができると考えられる。 

 

5. 作用応力比と超音波速度変化率の関係 

 3.2 と 4.3 より，応力と超音波速度変化率の間には，

線形関係があることがわかった。しかし，同じ応力が作

用しても，コンクリートの圧縮強度によって超音波速度

変化率は異なる。本手法の汎用性を考えた場合，異なる

強度のコンクリートであっても，作用応力と超音波速度

変化率が一定の関係を示すことが望ましい。そこで，図

－7 にコンクリートの圧縮強度に対する応力比，すなわ

ち作用応力比（σ/f ’c）と超音波速度変化率の関係を示す。

図－3，5 と同様に除荷過程を白抜きのマーカーで示す。

横軸の作用応力比（σ/f ’c）は，超音波測定時の応力を表－

2 の同一試験日に測定した円柱供試体から得られたコン

クリートの圧縮強度で除すことで算出した。なお，図－

5(a)で，応力 0N/mm2 時の検出波形不一致のために超音

波速度変化率の値が全て負の値となった供試体 L につい

ては，本検討では考察の対象外とした。 

 図－7(a)では，3 水準の供試体間で，傾向は一致して

いるものの，同一作用応力比の時の超音波速度変化率の

値は，強度が高くなるほど大きくなっている。一方，図

－7(b)では，供試体 L の情報は無いが，供試体 M と供試

体Hの同一作用応力比での超音波速度変化率の値が一致

している。図－7(a)の同一作用応力比の時の超音波速度

変化率の値が一致しない理由として，内部組織の密実性

の影響が考えられる。コンクリートの密実性は強度に関

連し，低強度では微細空隙が多く，高強度では少なくな

る。そのため，作用応力と無応力状態に対する各応力状

態での超音波速度変化率の関係では，同一作用応力比の

時の超音波速度変化率の値が一致しないと考えられる。

一方，図－7(b)で，同一作用応力比での超音波速度変化

率の値が供試体間で一致したのは，相互相関の対象が，

同一応力時の載荷軸直角方向に対する載荷軸方向の超音

波波形であるため，この内部組織の密実性の差による影

響が排除できたからであると考えられる。 

 図中の線形近似直線より，作用応力比と載荷軸直角方

向に対する載荷軸方向の超音波速度変化率を指標とする

ことで，コンクリートの強度の違いによらず，載荷過程

では双方の間には有効な線形性が認められ，その関係は

次式で表すことができる。 

ΔV/V = ασ/f’c                            (4) 

ここに，ΔV/V：載荷軸直角方向に対する載荷軸方向の超

音波速度変化率，α：比例定数，σ/f ’c：作用応力比である。 

 

6. まとめ 

 本研究では，超音波法を用いたコンクリートの応力推

定手法の基礎的検討として，コンクリートの圧縮強度が

超音波速度変化率と作用応力の関係に及ぼす影響の有無

を検討した。また，無応力状態の超音波波形を必要とし

図－7 作用応力比と超音波速度変化率の関係 

(a) 無応力状態に対する各応力段階での超音波速度変

化率の（図－3の横軸を作用応力比とした）場合 

(b) 載荷軸直角方向に対する載荷軸方向の超音波速度

変化率の（図－5の横軸を作用応力比とした）場合 

図－6 供試体 Lの検出波形初動部（応力 0N/mm2時） 

 

- 1809 -



ないコンクリートの応力推定方法を提案し，その適用性

を考察した。得られた知見を以下に示す。 

(1) 無応力状態に対する各応力状態での超音波速度変

化率において，超音波の初動到達時刻から，S 波到

達時刻直前部までを相互相関区間として設定し，超

音波速度変化率を算出することで，コンクリートの

圧縮強度が異なる場合においても，作用応力と超音

波速度変化率に線形関係があることがわかった。 

(2) 本研究の全ての場合において，除荷過程でのうち，

作用応力 6N/mm2 以下から超音波速度変化率が載荷

過程の同一応力時の超音波速度変化率よりも低く，

完全除荷後の超音波速度変化率は 0％には戻らず，

負の値を示した。明確な理由は不明であるが，コン

クリートの不均質性より，載荷過程では，局所的に

強度の低い微小部分が塑性化し，除荷過程ではその

塑性化が残留していることから超音波速度変化率

が低下したと考えられる。 

(3) コンクリートの作用応力と無応力状態に対する各

応力段階での超音波速度変化率の関係は，どの強度

の供試体の結果も，測定方向が載荷軸方向の場合に

作用応力に対する感度が最も高く，載荷軸直角方向

では感度が低いことがわかった。 

(4) 作用応力に対する感度が低い載荷軸直角方向を伝

搬した超音波波形に対し，感度が高い載荷軸方向の

超音波波形から超音波速度変化率を算出すると，応

力と超音波速度変化率に良好な線形性が認められ，

無応力状態での超音波情報を用いずに，コンクリー

トの応力推定が行える可能性が示唆された。 

(5) コンクリートの圧縮強度に対する応力の比（作用応

力比）と載荷軸直角方向に対する載荷軸方向の超音

波速度変化率の関係には，載荷過程においてコンク

リートの圧縮強度によらず一定の比例関係が存在

することが認められた。 
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